
北陸地域国際物流戦略チーム 専門部会設置趣旨 

 

 

北陸地域における物流に係る課題について幅広い意見・情報交換を行い、問題意識を共有しな

がら具体的な施策を推進するため、平成１８年８月に経済団体、物流団体、港湾関連会社、航空関

連会社、学識者、諸官庁等から構成される「北陸地域国際物流戦略チーム」を設置し、平成１９年１

１月には北陸地域が今後取り組むべき課題と方策を提言書として取りまとめた。 

その後、提言書に取りまとめられた方策が具現化されてきているが、一方で近年は中国・ロシア

等の対岸諸国の情勢変化、我が国の港湾・物流政策が新たな展開をするなど北陸地域の国際物

流を取り巻く環境が大きく変わってきている。平成２３年１１月には、対岸諸国の経済発展等を我が

国の成長に取り込むとともに、太平洋側港湾の代替機能の確保を目的とした日本海側拠点港湾の

選定がなされた。また、ロシアの WTO 正式加盟、ウラジオストクでの APEC 開催や中国最高指導部

の交代など対岸諸国の情勢も大きく変化している。こうした国内外の情勢の変化を踏まえ、北陸地

域が今後取り組む方向性を検討するため平成２４年３月に北陸地域国際物流戦略チーム幹事会を

再開した。 

 

 

○広域バックアップ専門部会 

東日本大震災を受け、交通政策審議会港湾分科会防災部会等では、今後の発生が確実視され

ている首都圏直下地震や南海トラフ巨大地震等の際の最悪のシナリオを考慮したバックアップ体制

確保の必要性が指摘された。 

北陸地域国際物流戦略チームでは本部会の下に専門部会を設置し、こうした事態に確実に対応

する為のバックアップ体制確保の方策を検討することとする。 

資料２ 



北陸地域国際物流戦略チーム 規約 

 

（名称） 

第１条 本会は、北陸地域国際物流戦略チーム（以下「戦略チーム」という）と称する。 

 

（目的） 

第２条 戦略チームは、北陸地域（新潟県、長野県、富山県、石川県、福井県）の国際物流の課題

について、産学官の関係者において問題意識を共有し、かつ関係者が一体となって課題解決のた

めの具体的な施策について協議・提言する。もって地域の振興に寄与することを目的とする。 

 

（組織） 

第３条 戦略チームは、北陸地域を所管する経済団体、物流団体、港湾関連企業、空港関連企業、

学識経験者、並びに関係行政機関等（以下「委員」という。）から成る本部会と幹事会で構成する。 

 

（本部会） 

第４条 本部会は、地域における実情を踏まえて、北陸地域の国際物流に関する重要事項につい

て協議を行う。 

２ 本部会は、別紙に掲げる委員で構成する。必要に応じ別紙に掲げる委員以外の出席を求めるこ

とができる。 

３ 本部会には、課題により必要に応じて専門部会を設置することができる。 

 

（座長） 

第５条 本部会に座長を置く。 

２ 座長は、委員の互選によって選出する。 

３ 座長は、事務局と協議の上、本部会委員を招集する。 

４ 座長は、本部会の議事の進行及びとりまとめを行う。 

 

（幹事会） 

第６条  幹事会は、本部会に付すべき事項のとりまとめ、及び国際物流の課題についての情報交

換及び検討を行う。 

２ 幹事会は、別紙に掲げる幹事で構成する。必要に応じ別紙に揚げる幹事以外の出席を求めるこ

とができる。 



  

（幹事会座長） 

第７条  幹事会に幹事会座長を置く。 

２ 幹事会座長は幹事の互選によって選出する。 

３ 幹事会座長は、事務局と協議の上、幹事会委員を招集する。 

４ 幹事会座長は、幹事会の議事の進行及びとりまとめを行う。 

 

（事務局） 

第８条  戦略チームの事務局は、北陸地方整備局港湾空港部港湾物流企画室、北陸信越運輸局

交通環境部物流課が共同して務める。 

 

（雑則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、本会の運営に関し必要な事項は、その都度協議し決定す

る。 

 

附則 

この規約は、平成１８年８月２３日から施行する。 

 

附則 

この規約は、平成２４年１０月１日から施行する。 
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本部会 

北陸地域（新潟県、長野県、富山県、石川県、福井県）の国際物流に関する重

要事項について協議を行う。 

幹事会 

 本部会に付すべき事項のとりまとめ、国際物流の課題についての

情報交換、並びに検討を行う。 

特に、日本海側拠点港の具体化に向けた検討を進める。 

専門部会 

特定の課題について検討を行うことを目的として設置する。 

 

 
【広域バックアップ専門部会】 

今後、発生が確実視されている首都圏直下地震や南海トラフ巨

大地震等が起こった際のバックアップ体制確保の方策を検討 


